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●ＪＥＴＲＯ欧米向けテキスタイル輸出展示商談会開催 

６月２５日(火)～２６日(水)の２日間、東京においてＪＥＴＲＯが主催する海外バイヤーを招聘し

てのテキスタイル商談会が開催された。バイヤーはフランスのＤｉｏｒ（メンズ）、アメリカのＭａｒｃ Ｊａ

ｃｏｂｓ、Ｋｈａｉｔｅ、Ｒａｃｈｅｌ Ｃｏｍｅｙ、イタリアのＯＡＭＣ、イギリスのＹｏｕ Ｍｕｓｔ Ｃｒｅａｔｅ。また、

６月２８日(金)には名古屋でも開催され、工連傘下企業は東京展に５社、名古屋展に６社が出展

した。 

この商談会に先立って６月３日に名古屋、４日に浜松、５日に東京の３カ所で輸出初心者向け

の個別相談会も実施された。 

 

●ＳＣＭ推進協議会総会開催 

６月１１日（火）、東京有明ＴＦＴビルにおいて繊維産業流通構造改革推進協議会の総会が開

催された。平成３０年度事業報告、決算報告、令和元年事業計画案、予算案などの各議案につ

い諮られ原案通り承認された。 

     

●ＳＣＭ推進協議会取引改革委員会開催 

６月１８日（火）、東京有明ＴＦＴビルにおいて繊維産業流通構造改革推進協議会の取引改革

委員会が開催された。 

初めに、細野委員長（中央大学教授）の「なぜ組織率は低下するのか」をテーマにした講義が

あり、その後、事務局より今年度の取引適正化事業の「ガイドライン」の普及啓発と「適正取引」

や「付加価値向上」につながる適正取引の推進、サプライチェーン全体の取引適正化に向けた

活動について説明があった。 

 

 

ＪＥＴＲＯ欧米向けテキスタイル輸出展示商談会開催／ＳＣＭ推進協議会総会開催／ＳＣＭ推
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入減税制度）改正（延長）要望／小規模企業振興基本計画（第Ⅱ期）閣議決定／平成３１年３
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●第１２８回繊維通商問題委員会開催 

６月２０日(木)、繊産連の第１２８回繊維通商問題委員会が東京の繊維会館において開催され

た。当日は（１）日本の繊維貿易の現況について（２０１９年１－４月期、２０１９年４月・繊産連説

明）、（２）各国とのＥＰＡ交渉状況について（経産省説明）、（３）その他（加工再輸入減税制度の

説明は下記に掲載） 

 

１. 輸出入全般の動向 

 ２０１９年１－４月期の繊維貿易 

 
円ベース ドルベース 

百万円 前年同期比（％） 百万ドル 前年同期比（％） 

輸 出  ２８９,９９３ １０３.６ 

 

 ２,６２０  １００.９ 

輸 入 1,３９０,３２７ 

 

 

 

 

 

１０３.５ 

 

１２,５８２ １０１.２ 

①２０１９年４月単月に関しては、輸出は円ベースで７８,７９２百万円（前年同月比１０６.０％）、

輸入は円ベースで３４９,１５３百万円（前年同月比１０５.４％）。 

②２０１９年１－４月累計の繊維品別輸出入実績に関しては、輸出（円ベース）の前年同期

比は繊維原料は１０４.１％、糸類（紡績糸・合繊糸）は９１.９％で、うち綿糸は９１.３％、

毛糸は１３６.９％、合繊糸は９１.３％。織物は１０４.７％で、うち綿織物は９７.０％、毛織物

は１１２.９％、合繊織物は１０７.８％。二次製品は１０６.７％。輸入（円ベース）の前年同期

比は繊維原料は１０２.２％、糸類（紡績糸･合繊糸）は１０３.０％で、うち綿糸は１０２.０％、

毛糸は１１３.１％、合繊糸は１０５.７％。織物は１０５.２％で、うち綿織物は９５.５％、毛織

物は１１４.２％、合繊織物は１１１.６％。二次製品は１０３.５％。 

２. 各国・地域別輸出入の動向 

 ①輸出（２０１９年１－４月累計） 

   Ⅰ.２０１９年１－４月の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）向けは１０３.０％、

欧州１０７.９％。 

   Ⅱ.アジアにおいては中国が１０１.５％。シェアは２７.５（前年同期比－０.６ポイント）。 

アセアン主要国は前年同期比でインドネシアが９７.２％、タイ９１.４％と減少、ミャンマー

１２３.１％、ベトナム１１２.９％、カンボジア１１６.３％と伸びている。アセアン全体では１０

５.２％でシェアは２５.５％（前年同期比＋０.４ポイント）と伸びが続く。なかでもベトナム

のシェアは１２.４％（前年同期比＋１.０ポイント）と安定している。アセアン以外では、バ

ングラデシュが１２６.６％と好調。台湾は１１０.７％。欧州ではドイツが１３１.９％と大幅増。 

   Ⅲ.米州は１０８.１％、シェアは１０.８％で前年同月比＋０.４ポイント。 

②輸入（２０１９年１－４月累計） 

   Ⅰ.２０１９年１－４月累計の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）が１０３.６％、

米州１０７.８％、欧州１０３.８％。 
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   Ⅱ.アジアでは中国が９９.７％、シェアは５４.８％（前年同期比－２.１ポイント）と減少が続く。 

   Ⅲ.アセアン全体では１０９.６％。主要国はベトナム１１１.４％、インドネシアが９８.０％、ミャ

ンマー１２１.４％、インド１１３.２％。アセアンのシェアは２８.１％（前年同期比＋１.６ポイ

ント）と伸びが続く。ベトナムのシェアは１２.６％（前年同期比＋０.９ポイント）。アセアン

以外では韓国１０７.６％、バングラデシュ１１６.８％と堅調。 

  次回の繊維通商問題委員会は８月８日（木）開催予定。 
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●関税制度（加工再輸入減税制度）改正（延長）要望 

この制度は我が国から輸出された特定の原材料が外国で加工又は組み立てられた後、原則

として１年以内に特定の製品として輸入される場合、その製品に係る関税のうち原材料相当部

分の関税を軽減するものである。減税対象となる輸出原材料には綿織物ＨＳコード第５２．０８項

～５２．１２ 項も含まれる。 

２０２０年３月３１日が期限となっているこの制度の延長要望事項調査票が日本繊維産業連盟

からの要望として経産省生活製品課から出されることとなった。 

この加工再輸入減税（暫８）制度は、輸入される最終製品に高関税が課せられている場合に

おいて政策効果が生じるものである。現状、本制度を利用した、繊維製品の原料又は材料の仕

向地の大部分が中国に集中していることから、仮に以下のような状況が生じた場合には、繊維

製品を本制度の対象として継続することについて再考が必要となる。  

○ＷＴＯ交渉妥結により繊維品関税が概ね撤廃、または僅少な関税率となった場合。 

○日中韓やＲＥＣＰのＥＰＡにより繊維品関税が概ね撤廃された場合。 

○中国での縫製コスト高騰により、我が国企業が同国を縫製拠点として利用しなくなった場合。  

 

●小規模企業振興基本計画（第Ⅱ期）閣議決定 

６月１８日、「小規模企業振興基本計画第Ⅱ期」が閣議決定された。小規模企業振興基本計

画は、小規模企業振興基本法に基づき、小規模事業者の振興に関する施策の総合的かつ計

画的な推進を図るため定めるものであり、平成２６年１０月に策定されたもの。５年ごとに見直すこ

ととなっており今回は初の変更。 

変更のポイントとしては、近年のＩＴツールの発達や働き方改革の進展によるフリーランスなど

事業主体の多様化及び副業者の増加や大規模災害の頻発を踏まえて、これまでの４つの目標、

１０の重点施策に加えて、「多様な小規模事業者（フリーランスなど）の支援」、「事業継続リスクへ

の対応能力の強化」が重点施策に追加される。 

https://www.meti.go.jp/press/2019/06/20190618002/20190618002_01.pdf 

                       （中小企業庁小規模企業振興課資料） 

https://www.meti.go.jp/press/2019/06/20190618002/20190618002_01.pdf
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●平成３１年３月末までの消費税転嫁対策の取組状況 

経済産業省では、平成２６年４月に消費税率が８％へ引上げられたことを踏まえ、消費税の円

滑かつ適正な転嫁を確保する観点から、公正取引委員会と連携して、①監視・取締り対応、②

広報・相談対応を一体的に実施し、転嫁拒否行為の未然防止及び迅速な是正を行っている。

平成３１年３月末までの主な取組状況は以下のとおり。 

（１）監視・取締り対応 

①消費税の転嫁拒否等に関する大規模な調査の実施 

・ 令和元年度も引き続き、公正取引委員会と合同で悉皆的な書面調査を実施。これらに

よって把握した情報等を元に、消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の

転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法（以下「特措法」という）に基づき、転

嫁拒否行為に対して迅速かつ厳正に対処している。 

取引の売手側である中小企業・小規模事業者全体に対し、転嫁拒否行為を受けていな

いか情報収集するための書面調査を実施。 

・ 下請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」という）の書面調査等を通じて転嫁拒否行

為等に関する情報が得られた場合にも、情報収集と迅速な対応に努めている。 

②特定事業者（買手側）の転嫁拒否行為に対する監視・取締り 

  ・ 特定事業者（買手側）の転嫁拒否行為に対する監視・取締りを実施。平成３１年３月末ま

での累計（公正取引委員会との合算）で、指導を４,６６１件、措置請求を１３件、勧告を４８

件実施。なお、措置請求は中小企業庁、勧告は公正取引委員会が実施する。詳細は別

紙参照。 

   ※これまでに措置請求を行った１３件は公正取引委員会により全て勧告が行われている。 

  ・ 特措法に基づく事前調査や立入検査において、下請法上の違反（書面未交付、受領拒

否、割引困難手形の交付等）を発見した場合には、下請代金検査官に迅速に通知し、下

請法による徹底した取締りを行う。 

③転嫁Ｇメンによるパトロールの実施 

特措法の周知や転嫁拒否行為に関する情報提供・情報収集、相談対応、未然防止など

を目的として、全国に配置した転嫁Ｇメンによるパトロール活動を実施中。 

・ 事業者団体等を訪問。平成３１年３月末までに、累計で６,３５５件実施。 

・ 総合スーパー、食品スーパー、ディスカウントショップ、ドラッグストア、ホームセンター、商

店街等を訪問。平成３１年３月末までに、累計で１４,２８４件実施。 

・ 商工会、商工会議所を訪問。平成３１年３月末までに、累計で３,１６２件実施。小規模事

業者が普段から接しているのは商工会、商工会議所の経営指導員であることを踏まえ、

転嫁Ｇメンと経営指導員等との顔の見える関係を築き、小規模事業者等が日頃から直面

している悩みや課題について、迅速かつ率直に情報交換できるような人的ネットワークを

構築。 

・ 信用金庫、信用組合を訪問。平成３１年３月末までに、累計で７８０件実施。 
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・  前回増税時（平成２６年４月１日）以降に設立された事業者へ訪問。平成３１年３月末まで

に、累計で９２３件実施。 

（２）広報・相談対応 

①転嫁Ｇメンによるパトロールの実施【再掲】 

②パンフレットや講習会等による広報 

・  消費税転嫁対策に関する分かり易い手引きやマニュアル、パンフレットを作成。中小企

業団体や国が認定する支援機関を通じて、全国の事業者へ配布（累計約１８５万部）。 

・ 中小企業団体や国が認定する支援機関において、転嫁対策に関する講習会等を開催。

平成３１年３月末までに、累計で約２万４千回実施、約５４万人が参加。 

・ 消費税の円滑かつ適正な転嫁の順守を盛り込む等の改訂を実施した下請取引適正化ガ

イドラインの説明会や、特定事業者の契約業務を担当・管理する者等を対象とした「消費

税転嫁への対応講習会」等を開催。平成３０年度は合計２２２回実施。 

③相談窓口の設置 

・ 中小企業４団体において、全国２,３２４箇所に相談窓口を設置。平成３１年３月末までに、

累計で約２００万件の相談対応を実施。 

・ 中小企業の取引上の悩み相談を受け付けている「下請かけこみ寺」に、消費税の円滑な

転嫁に関する相談窓口を設置。平成３１年３月末までに、累計で２５１件の相談対応を実

施。 

・ 中小企業庁では、ＷＥＢ上に情報セキュリティにも十分に配慮した申告情報受付窓口を

設置。消費税の転嫁に関する相談の際に利用が可能。電話での相談も受け付けている。 

〇申告情報受付窓口ＵＲＬ 

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shohizei/m5nrxt3 

電話番号  ０３－３５０１－１５０２ 
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ＥＰＡ（経済連携協定）・ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）の動向 

●我が国のＥＰＡへの取組状況 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 



綿スフ織物情報              ２０１９年(令和元年)  ７月号 Vol.１８４０ 

 
 

 

 - 10 - 

 



２０１９年(令和元年)   ７月号 Vol.１８４０             綿スフ織物情報  

 
 
 

 - 11 - 

 日  本  と  各  国  と  の  Ｅ  Ｐ  Ａ  交  渉              

●日・ＥＵ経済連携協定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○日ＥＵ協定の自己申告原産地証明書について問合せ先 

各税関原産地調査官 

名古屋税関 

電話番号：052-654-4205 

メールアドレス： nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp 

大阪税関 

電話番号：06-6576-3196 

神戸税関 

電話番号：078-333-3097 

メールアドレス： kobe-gensan@customs.go.jp 

 

○原産地証明書（税関ＥＰＡマニュアル） 

Ｐ.５１－５４ （Ｐ.５１の下方に原産地証明書サンプル） 

http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E

8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27 

http://www.customs.go.jp/nagoya/index.htm
mailto:nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp
http://www.customs.go.jp/osaka/index.htm
http://www.customs.go.jp/kobe/index.htm
mailto:kobe-gensan@customs.go.jp
http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27
http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27
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●日中韓経済連携協定について 

 

中韓ＦＴＡ発効を踏まえたアジア貿易自由化への影響  

 

東アジアの繊維貿易フロー （２０１７年） 
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●日・ＲＣＥＰ経済連携協定について 

６月２２日から７月３日まで、オーストラリアにおいて東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）の

第２６回交渉会合が開催された。 

今次会合では、高級実務者レベルの貿易交渉委員会（Trade Negotiating Committee）会合に

加え、物品貿易、サービス貿易、投資の分野で市場アクセス交渉が行われた他、原産地規則、

知的財産、電子商取引等の各分野の交渉が行われた。原産地規則において繊維は対象がな

かった。 

 

 
 
１．ＲＣＥＰが実現すれば、人口約３４億人（世界全体の約半分）、ＧＤＰ約２０兆ドル（世界全体

の約３割）、貿易総額約１０兆ドル（世界全体の約３割）を占める広域経済圏が出現。 

２．世界の成長センターであるアジア太平洋地域経済との連携強化は、我が国が経済成長を

維持・増進していくために不可欠。 

３．我が国の貿易総額に占めるＦＴＡ締結相手国との貿易の割合（ＦＴＡ比率）が２７％、（中国 

２１．２％、韓国５．６％）増加し、日本再興戦略の目標達成（２０１８年までにＦＴＡ比率７０％）

に寄与。 

４．物品貿易（関税撤廃・削減等）に加え、サービス貿易、投資、知的財産等が含まれるため、

これらの分野での我が国企業の活動を支援、地域におけるルール作りに貢献。 

５．広域のＦＴＡが実現することにより、参加国間における貿易・投資が更に促進されるとともに、

地域における効率的なサプライチェーンの形成等に寄与。 

 

●日・トルコ経済連携協定について 

６月１７日から２１日まで、東京において日トルコ経済連携協定（ＥＰＡ）交渉の１５回会合が開

催され、各関係省庁の担当者が出席した。今会合においては繊維についての議論はなかった。 

 

●日・コロンビア経済連携協定について 

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_colombia/index.html 

   

●日・カナダ経済連携協定について  

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_canada/index.html 

 

●米中貿易摩擦の影響 

繊維については、２０１８年９月に発動された第３弾でＨＳコード２桁５０～６０類の繊維原料が

対象となったが、２０１９年６月末に発動するとされた第４弾ではＨＳ６１，６２類のアパレル関係も

対象品目に含まれており、日本企業の間では中国で生産してアメリカに輸出してきた製品の生



綿スフ織物情報              ２０１９年(令和元年)  ７月号 Vol.１８４０ 

 
 

 

 - 14 - 

産を日本での生産に切り替えたり、ベトナムなどのアジア諸国に生産移管するといった動きが見

られた。 

第４弾発動のタイミングで、６月２９－３０日に開催されたＧ２０の機会に米中首脳会談が行わ

れ、少なくとも貿易協議が継続されている間は第４弾の発動は見送られることとなった。 

 

（ＪＥＴＲＯ海外調査部アジア大洋州課セミナー資料） 
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●特許公開情報 
２０１９年６月に公開された織物の製造方法に関する、特許公開情報です。 

特許電子図書館 HP： https://www.j-platpat.inpit.go.jp/web/all/top/BTmTopPage 

検索範囲： 4L048, D03D1/00～D03D27/00 

[特許公開情報] （２０１９年６月公開分） 

＜６月分＞   

項番 文献番号 出願人 発明の名称 

1 特開 2019-106381 株式会社不二越 燃料電池用炭素繊維織物の製造方法 

2 特開 2019-105023 三菱ケミカル株式会社 補強繊維織物及びその製造方法 

3 特開 2019-104996 旭化成株式会社 
ガラスクロス、プリプレグ、及びプリント

配線板 

4 特開 2019-104340 トヨタ紡織株式会社 エアバッグ 

5 特開 2019-099986 東レ株式会社 複合繊維およびそれからなる繊維構造体 

6 特開 2019-099970 セーレン株式会社 
ヌバック調布帛、及びヌバック調布帛の製

造方法 

7 特開 2019-099955 旭硝子株式会社 
混繊糸、布帛、繊維強化成形品及びその製

造方法 

8 特開 2019-099947 株式会社エイティー今藤 活火山の火山灰を用いた新素材 

9 特開 2019-099945 帝人株式会社 防蚊用布帛および繊維製品 

10 特開 2019-099932 セーレン株式会社 意匠付き布帛およびその製造方法 

11 特開 2019-099925 東レ株式会社 ポリエステル混繊糸布帛 

12 特開 2019-098800 トヨタ紡織株式会社 エアバッグ、及びエアバッグの製造方法 

13 特開 2019-098626 株式会社ＩＨＩエアロスペース 
炭素繊維プリフォーム及びＣ／Ｃコンポジッ

トブレーキディスク 

14 特開 2019-098158 ＹＫＫ株式会社 
スライドファスナー用テープおよびスライ

ドファスナー 

15 特開 2019-097869 住江織物株式会社 
パイル布帛、パイル布帛付用具、及びパイ

ル布帛の製造方法 

16 特開 2019-094595 東レ株式会社 ポリエステル仮撚糸 

17 特開 2019-094593 株式会社クラレ 芯鞘型複合繊維 

18 特開 2019-094578 株式会社豊田自動織機 繊維構造体及び繊維強化複合材 

19 特開 2019-090975 株式会社フォトクラフト社 画像シート、及び、画像シート製造方法 

20 特開 2019-090156 
ハネウェル・インターナショナル・

インコーポレーテッド（米） 
防刃性および防弾性物品ならびに製造方法 

21 特開 2019-090140 東洋ゴム工業株式会社 熱応答性布帛 
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６月の行事  

６月１１日………… ＳＣＭ推進協議会総会（東京・ＴＦＴビル） 

６月１８日………… ＳＣＭ推進協議会取引改革委員会（東京・ＴＦＴビル） 

６月２０日………… 第１２８回繊維通商問題委員会（東京・繊維会館） 

６月２５～２６日……ジェトロ欧米向けテキスタイル輸出展示商談会（東京・ジェトロ本部） 

６月２８日…………          ”         （名古屋・あいち国際ビジネス支援センター） 

 

７月以降の行事 

７月２７日………… 綿工連綿’ｓ倶楽部委員会（大阪綿業会館）  

７月３０日………… 繊産連常任委員会、技能実習適性化・取引適性化推進委員会（霞ヶ関ビル）  

８月 ８日………… 第１２９回繊維通商問題委員会（東京・繊維会館） 

９月２６日………… 広幅先染専門委員会（播州産地）  

  

 

 

 

22 特開 2019-090139 東洋ゴム工業株式会社 熱応答性布帛 

23 特開 2019-090138 東洋ゴム工業株式会社 熱応答性布帛 

24 特開 2019-090137 東洋ゴム工業株式会社 熱応答性布帛 

25 特開 2019-090135 東レ株式会社 ナノボイド複合ポリエステル繊維 

26 特開 2019-086601 槌屋ティスコ株式会社 帯電ブラシ 

27 特開 2019-085678 東レ株式会社 嵩高加工糸および布帛 

28 特開 2019-084136 帝人フロンティア株式会社 カーテン用裏地 


